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追補 1 のまえがき 

この JIS B 8103 の追補 1 は，産業標準化法に基づき，経済産業大臣が JIS B 8103:2022 を改正した内容

だけを示すものである。JIS B 8103:2022 は，この追補 1 の内容の改正がされ，JIS B 8103:0000 となる。 

 

 





 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

日本産業規格（案）       JIS 
 B 8103：0000 
 

水車及びポンプ水車の模型試験方法 
（追補 1） 

Methods for model tests of hydraulic turbine and reversible pump-turbine 
（Amendment 1） 

 

JIS B 8103:2022 を，次のように改正する。 

 

3.4.7.4（吸出し比エネルギー）の定義の式を，次の式に置き換える。 𝐸ௌ = 𝑔(𝑧௥ − 𝑧ଶ′) = 𝑔(𝑧௥ − 𝑧ଶ) − 𝑝abs2 − 𝑝amb𝜌ଶ  

 

3.4.7.9（キャビテーション係数 1）の定義の文中の“高キャビテーション係数”を，“キャビテーション係

数 0”に置き換える。 

 

3.4.8.1（有効落差又は全揚程）の定義（式を除く。）を，次の文に置き換える。 

高圧側基準断面 1 と低圧側基準断面 2 との間で利用可能な，水の単位重量当たりのエネルギー 

 

3.4.13.9（キャビテーション係数）の関係の式を，次の式に置き換える。 = 𝜎௡஽𝐸௡஽ = 𝜎௡஽𝑛ா஽ଶ  

 

5.2.9.2.1.1（一般）の“ランナの主要寸法には”で始まる細別の“（図 11及び図 12を参照）”を，“（図 11，
図 12 及び図 17A を参照）”に置き換える。 

 

5.4.2（模型サイズ及び試験条件の最小値）の表 5 の“代表直径 D”を，“基準直径 D”に置き換える。 
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5.5.1.5 （模型の設計及び製作）の“さらに”で始まる第 2 段落の全てを，次の文章に置き換える。 

加えて，最新技術に従って模型を準備できるよう，すべての試験に関する範囲と条件が明確に示されて

いなければならない。これによって，適切な試験設備の選択，試験設備内の模型の配置の確認，及び必要

に応じて既存設備の修正が可能となる。 

 

5.5.3.2.0A.1（水車効率試験の測定点）の b)の文中（注記 1 及び注記 2 を含む。）の“回転速度”を，“回転

速度ファクター”に置き換える。 

 

5.5.3.2.0A.4（水車キャビテーション試験の測定点）の b)，c)及び d)を，次の細別に置き換える。 

b) それぞれのガイドベーン開度における試験回転速度ファクターは，指定比エネルギーに相当する回転

速度ファクターとする。 

c) 比エネルギーの範囲が大きい実物水車を対象とする場合には，最低比エネルギーに相当する回転速度

ファクター及び最高比エネルギーに相当する回転速度ファクターについて測定する。 

d) 2 速度の実物水車を対象とする場合には，各々の回転速度に相当する回転速度ファクターについて測

定する。 

 

5.5.3.5 （性能試験）の第 1段落の“ηhMopt（ポンプ水車の場合，両方の運転モードにおいて）を求め，効率

上昇値 Δηh を計算する。”を“ηhMopt（ポンプ水車の場合，両方の運転モードにおいて）を求めることを推

奨する。”に置き換える。 

 

5.5.3.5 （性能試験）の“実機性能の”で始まる第 2 段落の第 1 文の“実機性能の”を“少なくとも実物性

能の”に，“試験比エネルギー”を“試験比エネルギー一定”に置き換える。また，第 3 文の“6.8.3”を

“D.2.4.1 又は JA.2.1”に置き換える。 

 

5.5.3.5 （性能試験）の a)の“運転キャビテーション係数”で始まる細別の“効率に影響しないキャビテー

ション”を“効率に影響するキャビテーション”に置き換える。 

 

5.5.3.5 （性能試験）の b)の“放水路水位の水車性能への影響を確認する。”を“放水路水位の水車性能へ

の影響を確認することを推奨する。”に置き換える。 

 

5.5.3.6（反動水車のキャビテーション試験）の第 1段落の第 3文を，“これによって，キャビテーションが

性能に影響し始めるキャビテーション係数 σ と指定された σ（すなわち σpl）との間の余裕を確認すること

が可能となる（図 JB.14 参照）。”に置き換える。 

 

5.5.3.6（反動水車のキャビテーション試験）の“キャビテーション試験では”で始まる第 2 段落の“速度

ファクター”を，“回転速度ファクター”に置き換える。 
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5.6.2.3（機械動力）の第 1段落の第 1文を，“モータ・発電機の電力を測定し，モータ・発電機の効率から

機械動力を求める方法は，模型受渡試験への適用を推奨しない。”に置き換える。 

 

6.3.3.3（圧力配管）の第 2 文を，“接続配管の直径は測定孔の直径の 2 倍以上で，6 mm 以上でなければな

らない。”に置き換える。 

 

6.5.3.2.1（基礎式）の注記の“v1
2/2 及び v1

2/2 は，”を，“v1
2/2 及び v2

2/2 は，”に置き換える。 

 

6.5.4（有効吸込比エネルギーNPSE の算出）の“低圧側測定断面”で始まる第 3 段落の“低圧側測定断面

で圧力を測定すれば，”を“低圧側基準断面で圧力を測定すれば，”に置き換える。 

 

7.2.2.5.2（キャビテーション係数の定義に使用する基準値）の第 1 文を，“フルード相似則が満たされない

場合，キャビテーション係数を定義するために使用される基準標高は，水圧脈動測定に影響を及ぼす可能

性があるため，基準標高の選定について当事者間で合意しなければならない（5.3.5.2 参照）。”に置き換え

る。 

 

7.3.2.1（定義）の表 11 の“力の要素”の欄のうち，“F3 バンド”の模型及び実物の式を，次の式に置き換

える。 

 
力の要素 模型 実物 

F3 バンド 𝐹ଷ୑ = 2π න 𝑝(𝐿୆)௅B,high pressure௅B,low pressure ∙ 𝑟 ⋅ d𝑟 

ここで，LB はバンド外面に沿った子午面

長さ。 

𝐹ଷ୔ = 2π න 𝑝(𝐿୆)௅B,high pressure௅B,low pressure ∙ 𝑟 ⋅ d𝑟 

ここで，LB はバンド外面に沿った子午面

長さ。 

 

7.4.3.8（実物への換算）の“実物の遠心効果によるランナベーントルク”の式を，次の式に置き換える。 𝑇Bc,୔ = 𝑇Bc,୑ ൬𝐷୔𝐷୑൰ହ 𝑛୔ଶ𝑛୑ଶ 𝜌୆୔𝜌୆୑ = 𝑇Bc,௡஽𝐷୔ହ𝑛୔ଶ𝜌୆୔ 

ρBMは，模型の羽根材料の密度，ρBPは，実物の羽根材料の密度である。 

 

D.2.4A（効率以外の実物特性の換算）の第 1 段落の a)の“水車”及び”ポンプ”の細別の第 1 式を，次の

細別に置き換える。 
 

－ 水車 𝑃mP = 𝜌ଵ୔𝑄ଵ୔𝐸୔𝜂hP = 𝑃mM 𝜌ଵ୔𝜌ଵ୑ ൬𝐷୔𝐷୑൰ଶ ൬𝐸୔𝐸୑൰ଵ.ହ 𝜂hP𝜂hM = 𝑃mM 𝜌ଵ୔𝜌ଵ୑ ൬𝐷୔𝐷୑൰ହ ൬𝑛୔𝑛୑൰ଷ 𝜂hP𝜂hM 
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ここで， 

mM 1M 1M M hMP Q E   

－ ポンプ 𝑃mP = 𝜌ଵ୔𝑄ଵ୔𝐸୔𝜂hP = 𝑃mM 𝜌ଵ୔𝜌ଵ୑ ൬𝐷୔𝐷୑൰ଶ ൬𝐸୔𝐸୑൰ଵ.ହ 𝜂hM𝜂hP = 𝑃mM 𝜌ଵ୔𝜌ଵ୑ ൬𝐷୔𝐷୑൰ହ ൬𝑛୔𝑛୑൰ଷ 𝜂hM𝜂hP  

 

ここで， 

1M 1M M
mM

hM

Q EP 


  

また，“a)及び b)の式は”で始まる第 2 段落の“模型の水力効率を一定のレイノルズ数（ηhM*）（6.8.1 参

照）”を，“模型の水力効率（ηhM*）を一定のレイノルズ数（6.8.2 参照）”に置き換える。 
 

E.2.2（制約）の c)の“IEC 60193”を，“附属書 D”に置き換える。 

 

H.3.6（水力効率）の式を，次の式に置き換える。 

൫𝑓ఎ,୦൯ୱ = ± ൫𝑒ఎ,ℎ൯ୱ𝜂୦ = ± ቂ൫𝑓ொ൯ୱଶ + (𝑓ா)ୱଶ + (𝑓௉)ୱଶቃଵଶ = ±[(0.2)ଶ + (0.1)ଶ + (0.16)ଶ]ଵଶ = ±0.27 % 

 

K.1（σpl，NPSE 及び NPSH の定義）の図 K.1 及び図題の“ELS”を“ELD”に，“HLS”を“HLD”に置き換

える。 

 

K.1（σpl，NPSE 及び NPSH の定義）の“通常，σplは”で始まる第 5 段落の式を，次の式に置き換える。 𝜎plc = 𝑁𝑃𝑆𝐸 − 𝑔ଶ(𝑧ୡ − 𝑧୰)𝐸  

𝜎plc = 𝑝ambଶ′′ − 𝑝va𝜌ଶ + 𝑣ଶ′
ଶ2 − 𝑔ଶ൫𝑧ୡ − 𝑧ଶ″൯ ± 𝐸LD𝐸  

また，“断面 2' 及びその放水位 2'' が”で始まる第 6 段落の式を，次の式に置き換える。 

𝜎plc = 𝑝ambଶ′′ − 𝑝va𝜌ଶ − 𝑔ଶ൫𝑧ୡ − 𝑧ଶ″൯ ± 𝐸LD𝐸  

O.2.3.0B（漏れ流れの影響を考慮した計算法）の第 1 段落の“Q.2.3.0A”を“O.2.3.0A”，に置き換える。 

 

O.2.4（バランスパイプにおける圧力損失）の“摩擦係数λp は”で始まる第 3 段落の A の式を，次に置き

換える。 
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𝐴 = ൝2.457 ln ൥ 1൫7 𝑅𝑒୮⁄ ൯଴.ଽ + 0.27𝜀୮ 𝑑୮⁄ ൩ൡଵ଺
 

 

また，”ここで，εpは”で始まる一文を，次に置き換える。 

ここで，εpはバランスパイプ内壁の粗さ（等価砂粒径）である。 

注記 1 代表的な実用管内壁の粗さ（等価砂粒径）は，参考文献［32B］の表 3.6，参考文献［32C］の

図 8.7，参考文献［32D］の Table 8.1 などを参照。 

注記 2 表面粗さとして算術平均粗さを使用する場合には，等価砂粒径への換算が必要となる。参考文

献［52］の解説 D，参考文献［32E］などを参照。 

 

JA.2.1（効率換算率の計算）の“FE1i，FQ1i及び FT1i は”で始まる第 4 段落の第 1 文の“，すなわち基準レ

イノルズ数”を削除し，第 3 文の“基準レイノルズ数”を，“一定レイノルズ数”に置き換える。さらに，

第 4 段落の最後に“なお，一定レイノルズ数 ReM*は 7×106とする。”を追加する。 

 

JA.2.1（効率換算率の計算）の表 JA.2～表 JA.5 を，次の表に置き換える。 
表 JA.2－斜流水車 

係数 
係数の添字 j 適用範囲 

0 1 2 3 4 5 
aj 2.74 -0.784 4 0.281 3 0.836 9 0 0.174 NQEの全範囲 
bj － -1.609 4.605 2.82 0.080 18 － 0.15≦NQE≦0.30 
cj － 0 0 1 0 － NQEの全範囲 
dj － 1 0 － － － NQEの全範囲 
fj 0 0 0 1 0 － NQEの全範囲 
hj － 1 0 － － － NQEの全範囲 

 
表 JA.3－カプラン水車（渦巻ケーシング） 

係数 
係数の添字 j 適用範囲 

0 1 2 3 4 5 
aj 2.70 0.052 57 -0.066 53 0.871 5 0 0.172 NQEの全範囲 
bj － 3.612 2.733 2.92 0.207 5 － 0.25≦NQE≦0.90 
cj － 0 0 1 0 － NQEの全範囲 
dj － 1 0 － － － NQEの全範囲 
fj 0 0 0 1 0 － NQEの全範囲 
hj － 1 0 － － － NQEの全範囲 
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表 JA.4－カプラン水車（半渦巻ケーシング） 

係数 
係数の添字 j 適用範囲 

0 1 2 3 4 5 
aj 2.76 0.051 71 -0.061 28 0.876 8 0 0.177 NQEの全範囲 
bj － 1.938 2.302 2.93 0.207 5 － 0.25≦NQE≦0.90 
cj － 0 0 1 0 － NQEの全範囲 
dj － 1 0 － － － NQEの全範囲 
fj 0 0 0 1 0 － NQEの全範囲 
hj － 1 0 － － － NQEの全範囲 

 
表 JA.5－バルブ水車 

係数 
係数の添字 j 適用範囲 

0 1 2 3 4 5 
aj 2.78 0.053 30 -0.069 40 0.886 8 0 0.177 NQEの全範囲 
bj － 1.496 1.962 2.83 0.130 6 － 0.25≦NQE≦0.90 
cj － 0 0 1 0 － NQEの全範囲 
dj － 1 0 － － － NQEの全範囲 
fj 0 0 0 1 0 － NQEの全範囲 
hj － 1 0 － － － NQEの全範囲 

 

JA.2.1（効率換算率の計算）の表 JA.7 の後の段落の“フランシス形以外の”で始まる細別の“比速度

NQE(T)を計算し，”の後に，“水車運転，ポンプ運転ともに，”を追加する。 

 

JA.2.2（効率換算率を使った諸量の換算）の第 1 段落の“基準レイノルズ数での値に”を，“一定レイノ

ルズ数での”に置き換える。 

 

JB.4.3（実物の無拘束速度特性の計算式）の b)の第 1 式と第 3 式を，次の式に置き換える。 

nR,P＝nED,R
EPDp

0.5

  

 

PmP＝PEDρ1PDP
2EP

1.5  

 

参考文献の［32A］の次に，次の参考文献を追加する。 

［32B］技術資料 管路・ダクトの流体抵抗，日本機械学会(1979) 

［32C］機械工学便覧 4 編，日本機械学会(2013) 

［32D］Miller,D.S.,Internal Flow Systems,BHR Group Limited,2nd Edition(1990) 

［32E］赤池，粗面壁流路の摩擦損失係数について，神奈川工科大学研究報告，B-19(1995) 
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附属書 JF（JIS と対応国際規格との対比表）の 3.4.10.1 の前に，次の行を追加する。 
3.4.8.1 3.4.8.1 変更 対応国際規格では比エネルギーを任意断面

で定めるとしているが，誤った解釈となる

恐れがあるため，この規格では断面を高圧

側基準断面と低圧側基準断面に規定した。 

IEC に修正提案する。 

附属書 JF（JIS と対応国際規格との対比表）の 4.1.1 の前に，次の行を追加する。 
3.4.13.9 3.4.13.9 変更 対応国際規格ではキャビテーション係数の

式において記号 Q を用いているが誤りであ

る。この規格では記号σに改めた。 

IEC に修正提案する。 

附属書 JF（JIS と対応国際規格との対比表）の表 11 の行を，次に置き換える。 
表 11 Table11 変更 （F1 運動量変化について）対応国際規格で

は Fa 及び F2～F6 から計算で求めることと

している。しかし，特にラビリンス又はシ

ール隙間に幾何学的な非相似がある場合に

F2及び F3を求めるために用いる Annex Oの

方法は，必ずしも正確ではない。  
そこでこの規格では，ランナ入口から出口

にかけての軸方向運動量変化から F1を求め

ることとした。 
 
（F2 クラウンについて）対応国際規格では

半径方向の圧力変化の計算に関し，

parabolic pressure distribution としているが，

この規格の附属書 O では異なる分布が得ら

れる方法を規定したため，表現を変更し

た。 
また、軸流水車について，対応国際規格で

は F2は存在しないと記載しているが，この

規格ではランナボス上面の圧力分布を考慮

することとした。 
 
（F3 バンドについて）対応国際規格では軸

方向に作用する力について，面積積分では

誤解が生じる恐れがあるため，この規格で

は半径方向に積分する計算式とした。 
 
（F4 ランナに作用する重力について）対応

国際規格では，模型で測定するよう規定し

ているが，この規格ではゼロ点調整によっ

て運転中の測定を省略できることを記載し

た。 
 
（F5 ランナに作用する浮力について）対応

国際規格では，模型でも計算又は測定によ

って求めるよう規定しているが，この規格

ではゼロ点調整によって省略できることを

記載した。 

IEC に修正提案する。 
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著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

附属書 JF（JIS と対応国際規格との対比表）の 7.4.3.8 の行を，次に置き換える。 
7.4.3.8 7.4.3.8 削除及び変

更 
対応国際規格では，参考的に記載されてい

る部分があり，この規格では不要と判断さ

れるため，一部削除した。また，密度を表

す記号が試験水車のもののように見受けら

てしまうため，この規格では模型と実物の

ブレードの密度であることを明確化した。 
ただし、換算式の考え方は変わらないた

め、技術的差異はない。 

IEC への提案は行わな

い。 

附属書 JF（JIS と対応国際規格との対比表）の E.1 の行を，次に置き換える。 
E.1 
E.2.2 

E.1 
E.2.2 

変更 この規格では反動水車の効率換算方法を比

較するために対応国際規格の Annex D を

JSME S008 を盛り込んだ換算方法（附属書

D）とした。 

日本独自の換算方法であ

り、IEC への提案は行わ

ない。 

附属書 JF（JIS と対応国際規格との対比表）の O.2.4 の前に，次の行を追加する。 
O.2.4 O.2.4 変更 対応国際規格では粗さ（roughness value）

の物理的な定義が明確ではないが，この規

格では等価砂粒径であることを明確化し

た。 

IEC に修正提案する。 

 




